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I. 調査目的
我が国では、急速な少子時代が到来し、その対策として、 1994年にエンゼルプランが策定
され、仕事と育児の両立の支援をはじめとして子育て支援の基本的な方向が示された。そのな
かでも古くから、子育て支援の最も典型的で重要な拠点として位置付けられてきた保育所は、
エンゼルプランの中心的な役割を果たす位置付けにある。特に、緊急保育5カ年計画事業は、当
時の重要な施策として定められ、多くの保育サービスの質量両面での充実を図ることを目標と
した。しかし、この施策は、少子対策として決して十分な効果をあげることができなかった。
そのため、更なる効果的な少子対策の確立のために、 1999年末には新エンゼルプランが発表さ
れ、病後児の保育（乳幼児健康支援一時預かり事業）等の保育施策の拡充が図られることになっ
た。
また、 1997年の児童福祉法の一部改正によって、保育所入所の行政的対応の変更や乳児保育
の一般化をはじめとして、新しい保育サービスの実施を定めただけでなく、各地の保育所は、
地域の子育て支援を担う場所として、相談事業等のより拡大された役割も担うようになった。
そして、2000年には保育所保育指針も改訂され、そのなかにも子育て支援の充実した実施に
関して新しい方向性が示されている。これは、近年の子育ての実態を反映するものといえる。
保育の視点からみれば、保育所の役割として、単に、「託児的役割」だけではなく、子どもが保
育所に通っていない一般家庭を含む子育て支援の拠点としての重要な役割も担うことになって
いる。今回の保育所保育指針では、保育サービスにおける方向として、保育所が家庭や地域と
の連携のもとに、その多角的な機能を発揮することが示されている。すなわち、保育所に通う
子どもは、それぞれの条件に応じて、家庭育児と保育所保育の両輪により、健全に育成される
ことが必要であると明記されている。このような充実した保育を確立するにあたっては、事前
に、他領域との連携についての多角的な検討が必要であることはいうまでもない。保育の対象
である乳幼児の条件、その対象の家族や保護者の条件、保育担当者の条件、地域の条件、等の
諸々の条件が十分に検討されるべきである。また、保育所が実施する子育て支援のあり方につ
いての検討は、保育現場にとって有効なことであるばかりでなく、広く多くの領域が実践する
子育て支援の方向性を示すうえからも不可欠なことである。すなわち、子育て支援の研究は、
多領域に基づき学際的に実施することが重要であろうと考えられる。
保育所に通う子どもの健康保持増進に視点をあてた子育て支援の連携は、今日の実際の子育
てにおいて非常に重要なことであり、いろいろな形態で実践されている。母子保健法の改正時
において、その子どもの健康に関しては、児童福祉との密接な連携のもとに対処する必要性が
明文化された。しかしその実践において、保健サービスに従事する人材の保育現場に関する理
解が薄いようであれば、十分な連携はとれず、個々の子どもの育児に関する保健指導にも十分
な効果が期待できないと考えられる。また同様に、保育側の保健サービスに対する認識の欠如
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も非常に大きな問題になるであろう。
この観点に立ち、今回は保育の視点から、地域小児保健サービスの実態を検討し、保育と保
健の連携における問題点を見出すことを目的に調査を行うことにした。この場合、子どもの健
康に最も身近な立場にある保育所入所児の母親を対象とすることによって、保健領域の子育て
支援の実態が明確にされると考え、アンケート調査を実施した。
I.対象及び調査方法
調査対象は、東京都区立及び川崎市立保育所の内、各1カ所の保育所に第1子を通わせてい
る母親である。調査用紙は、保育所を通じて園児の母親に配布・回収した。配布及び回収は各
保育所に勤務する後者の調査対象の看護職の協力のもとに実施した。なお、回収は配布の翌日
の登園時に看護職によって行った。
調査内容は、地域における乳幼児対象の保健活動、及び子育てに関する実態と意識について
調べ、看護職に対しては地域の保健活動についての認識状況や保護者に対する支援のあり方に
関する意識について調査を実施した。その主な調査の内容は、母親に対する調査では、①育児
支援状況、②育児観、③地域における乳幼児を対象とした健康診査・保健指導等の受診状況、
④地域の保健所等の保健婦による保健指導等の対応、等である。
母親向けの調査用紙の配布数は206通で、回収された内の有効回答数は150通 (72.8%）で
ある。これらを今回の分析に用いた。なお、調査を実施した二地域の乳幼児健康診査等保健サ
ービスの概要、及び担当している保健婦等の人数とその業務においては大差がないことから、
調査結果の集計はともに両地域分を合わせて行った。
II.結果
1.子育てに対する気持と相談相手
母親のなかで、わが子の子育てについて「苦労が多い」と感じているものは30.0%、また、
「不安が多い」と思っているものが13.3％にみられた。一方、「楽しい」と感じているものが47.3
％、「当然のこと」と思っているものが36.0％いる（表1)。
表1 子育てについての母親の気持ち
（複数回答）
人 ％ 
当然のこと 54 36.0 
苦労が多い 45 30.0 
楽しい 71 47.3 
不安が多い 20 13.3 
母親 150人のうちの割合
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育児に関する相談については、相談相手としての人材、機関組織、施設等を質問した。そし
て相談頻度の高い方から、表2のように、自分の友人、保育所、実家の母親（乳幼児の祖母）、
その保育所の他入所児の母親、病院・診療所、夫の母（乳幼児の祖母）、保健所の順である。友
人が48.0％で最も多く、保健所等を相談場所としている母親は6.0％で最も少ない。また、調
査対象が保育所入所児の母親であることから、保育所職員とその保育所の保護者同士の相談相
手としての位置付けが大きい。
表2 育児についての相談者・場所（複数回答）
場所・人
保健所
保健センター
場
病院所
診療所
保育所
実母（回答者の畢）
人
姉妹
友人
同保育所他入所児の母親
2.乳幼児期の健康診査・保健指導について
(1)受診状況と母親の就労との関係
人 ％ 
7 4. 7 
2 1. 3 
10 6. 7 
23 45.3 
68 45. 3 
49 32. 7 
21 14.0 
72 48.0 
38 25. 3 
対象の入所児の地域で実施されている公的な乳幼児健康診査を受診しなかったものは 11名
(7.3%)である。
表3のように、その受診時、母親が勤務を休んだものは約半数に達しており、さらに、「でき
るならば休みたくなかった」と回答しているものが38.0％に及んでいる。なお、未受診者の母
親の勤務との関連は明確にできていない。
表3 健診受診と母親の勤務
人 ％ 
健診受診者 139 92. 7 
意
休む 68 (48. 9) 
識 休まない 14 (10. 1) 
休みたくない 57 (41. 0) 
健診未受診者 11 7. 3 
計 150 100.0 
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今後の健診受診の希望については、表4に示した。受診を明確に希望しないものは僅かに3.3
％に過ぎないp
表4 今後の健診の受診希望
人 ％ 
今後も受診希望 76 50. 7 
多分受ける 41 27.3 
受けない 5 3.3 
分からない 28 18. 7 
計 150 100.0 
(2)保健婦等の保健指導について
健診時には、その受診対象のほとんど全員が、保健婦の保健指導を受けることができるよう
に準備されている。また、健診以外でも、新生児訪問指導のように保健婦等の家庭訪問によっ
て保健指導を受けることができる。その保健指導を受けた母親の反応は表5のような結果であ
る。すなわち、保健指導が「役立つ」としているものが約半数である一方、「ほとんど役に立た
ぬ」との回答が16.0％ある。
表5 保健婦の保健指導に対する評価
人 ％ 
非常に役立つ 14 9.3 
だいたい役立つ 72 48.0 
ほとんど役立たぬ 22 14.7 
全然無意味 2 1. 3 
分からない 37 24. 7 
無回答 3 2.0 
計 150 100.0 
その内容についての母親の意見を問い、表6に回答結果を示した。指導内容が、保育所入所
児を育てることや健康問題に「適していた」と判断した割合は22.7％で、他は「適していない」、
「わからない」と回答している。
今後、保健婦等の保健指導の希望については、表7にみられるように「今後受けたい」と回
答したものは3割に満たず、積極的に受けることを希望しているものは少ない。また、この設
問に対しては「無回答」が多く、 28.7％に達している。
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表 6 保健婦の指導内容（保健所入所児として）
人 ％ 
適している 34 22. 7 
適していない 27 18.0 
分からない 74 49. 3 
無回答 15 10. 0 
計 150 100.0 
表7 保健婦の保健指導への希望
人 ％ 
受けたい 44 29. 3 
受けたくない 26 17. 3 
分からない 37 24. 7 
無回答 43 28. 7 
計 150 100.0 
w．考察
今回の調査は、先にも述べたように、子育て支援のあり方の検討を目的として行っている研
究の一部である。保育の受益者としての保護者が子どもの健康に関して持っている意識を調査
することにより、保育所入所児の子育てにおける問題点を保健的視点から明確にできると考え
る。今回の保護者に対する調査結果は、我が子の健康問題解決のための保健行動の方向性を示
す情報であり、保健婦の保健活動は、保護者の保健行動を支える活動を意味するものといえる。
その観点で、今回の調査は、子育て支援の一つの方向性を求めるうえからも有効なものである
と考える。
子育てには、「苦労」と「楽しさ」が共存する。この意味からも、母親が子育ての問題を解消
するためには、その実態に応じた子育て支援の実践が必要であることが確認できた。子育てに
ついて母親がもつ「不安」は、その多くが、母親が感じる育児の困難さに基づく 1) といえる。
それは、出生順位・子どもの年齢・性別・母親に対する子育て支援状況をはじめとする多くの
要因によって、またその発生時期、発生内容にも差異が生じる 2)。例えば、第1子の母親の育
児不安は、第2子以降の母親に比して発生頻度は高いが、さらにその内容や種類にも違いがあ
る2)。また、保育所入所児の母親には、育児不安をもつものが家庭育児の専業主婦の母親より
も少ないことが報告されている 3)。それは、今回の調査結果にも明確に現れており、保育所入
所児の母親は、手軽に相談できる人や育児仲間に恵まれ、相談の機会が多く育児情報の収集が
容易であることに起因していると思われる。今回の調査対象が利用している保育所では、保育
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士の他に看護職が在職しているために、保護者に対しての保健に関する指導・指示がより身近
なものとなっている。この意味でも、保育所における看護職の配置は、保育所入所児をもつ母
親の子育て支援にも大きく貢献していることが、今回の調査においても確認できた。しかし、
現状では、全国の全ての保育所に看護職が配置されているわけではなく、育児に不安が少ない
とはいえ、育児相談等の支援体制の確立は子育て支援からも不可欠である 4)。今後、看護職の
配置がさらに進むことを期待したい。
一方、全ての保育所に看護職が配置されていない実態においては、地域の保育所入所児に対
する保健領域の機関が、保育所入所乳幼児に関する保健領域での子育て支援の場とならなけれ
ばならないであろう。しかし、保護者の保健所等における子育てに関する相談の頻度が低いこ
とが示された。この事実は、他の調査結果と同様であり、さらに保育所入所児の母親に限った
ことではない5)。保健所の能力にも問題があろうが、保育所入所児の保護者にとっては、保健
所の利用が不便であることにも関係があるといえよう。保健領域の活動を活用できる保護者の
機会を奪うような事態があれば、真の保健活動とはいえないのである。
乳幼児健診の受診にあたって、母親はその勤務を休むものが多いことが示された。しかし、
その受診率は高く、さらに今後の健診も受診することを希望している。この調査対象である母
親は、子どもの健康や育児に関する関心が高いことを示す結果である。また、健診によっては
じめて、子どもの健康状態の把握や育児問題の解決が図ることができるという実態も窺える。
この問題の解消に向けて、今年度から休日の保健サービスを実施することになった6)ことは、
勤務をもつ保護者にとって、新しい子育て支援体制の確立といえるのである。
保健指導は子育て支援上からみても、重要な手段であることはいうまでもない。しかし、そ
の保健指導の内容が受診者にとって有効なものでなければ、そのサービスを実施する意義が認
められない。保健活動は対象理解が基本であり 7)、まして保健指導はそれを最も必要とするも
のである。実情にそぐわない指導を受けた母親にとっては不満が残ることが容易に想像できる。
保健所としても、実施者の基本的資質の向上に向けて、配慮されたい。保健指導の内容が受益
者にとって適切であったか否かの判断が困難であったこと（今回の母親の「わからない」の回
答が多いこと）は、実施された保健指導が本来の目的からはずれたものであり、事前の対象理
解が不完全であることを示している。保健婦は、地域保健活動の第1線で活躍する人材であり、
母親をはじめとする住民が最も親密に接することができるはずである。しかし、そこで実施さ
れる保健指導が、保育所入所児の母親の期待に合致しないという現状を認めることができた。
このような問題は、何も保育所入所児の母親に限ったことではないことも考えられるが、保育
所入所児の母親がみせた態度には、その期待外れに対する不満も明確に示されている。すなわ
ち、 8割弱の母親が今後の健診そのものの受診を肯定的に捉えているにもかかわらず、今後保
健婦の保健指導を受けることへの認識については、「受けたくない」「わからない」という回答
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の占める割合が過半数を占めている。これは、結果的に保健活動の効果が薄まっていることを
示している。この点から見ても、効果的な子育て支援には各領域の担当者が、対象把握といっ
た活動の基本を再確認すべきであろう。今後のより望ましい子育て支援の展開に向けて、保育
現場であれ、保健活動の実践の場であれ、相互に対象の適切な把握に努めることが不可欠であ
ることを認識したいものである。
V.まとめ
保育所入所児の母親に対する子育て支援について、保健領域と保育領域との連携のあり方を
検討するために、保育所入所児の母親の地域小児保健サービスに関する意識と保健行動につい
て調査した。
その結果、保育所入所児の母親は、比較的育児支援の機会に恵まれているにしても、保健医
療の立場での子育て支援も必要としていることが明らかになった。しかし、地域の小児保健サ
ービスは、保健サービスの受益者である保育所入所児に対する認識が不十分なままに実施され
ている実態が認められた。子育て支援の意味からも、地域小児保健活動においては、その最も
基本である対象把握に努め、対象に即応した対応が必要である。子育て支援における連携の効
果を高めるためには、保健活動の原点に立ち戻ることを保健従事者が認識することの必要性を
強調したい。
本調査研究は、全国保育所保健婦看護婦連絡会の遠藤幸子・奈良平典子・羽室俊子・木村明、
及び日本子ども家庭総合研究所の斉藤幸子氏との共同で実施したものであり、さらに、調査票
の配布回収にご協力下さった全国保育所保健婦看護婦連絡会の会員に深く感謝します。
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Perceptions Concerning Health Care 
for Children Enrolled in Day Nurseries 
HOSHI Junko 
TAKANO Akira 
The purpose of this paper is to investigate the state of local child health care services 
in Japan, with a focus on the problems involved in the interplay between child care givers 
and public health care workers. A questionnaire was given to mothers of children enrolled 
in day nurseries in Tokyo and Kawasaki, concerning feelings and attitudes toward 
motherhood, problems related to infant health checkup and nurse guidance. 
The results of the survey showed that 
①mothers of children enrolled in day nurseries feel less uneasy / anxious about child care 
than full time house wives, 
②the frequency with which parents receive child care consultations at health centers was 
surprisingly low, 
③a lot of mothers needed to take the day off from work to receive the periodical checkup 
for their children, 
④health guidance by community nurses was not perceived as satisfactory by mothers of 
children enrolled in day nurseries. 
Considering al of the above, it can be said that local child care services are implemented 
without fully understanding the needs of the beneficiaries. In order to obtain good results, 
it is important to reconsider the basic concept of care giving and put more effort into studying 
the recipients of care-giving. 
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